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平成２２年度 第５回 鳥取大学経営協議会 議事要旨 

 

日 時  平成２３年１月２５日（火） １５：００～１６：３５ 

場 所  事務局棟３階 第１会議室 

出席者  安藤委員、岡本委員、長谷川委員、古澤委員、吉岡委員、 

    能勢委員、林委員、本名委員、小林委員、井藤委員、豊島委員 

欠席者 柴田委員、平井委員、岩崎委員 

[陪席者]  山根監事、萩原副学長、髙阪副学長、岸田副学長、清水副学長、 

矢部地域学部長、中島農学部長 

 

 

議事に先立ち、学長から、平成２３年度概算要求における「元気な日本復活特別枠」等の新

たな概算要求の手法を取り入れた平成２３年度政府予算案が１２月２４日に閣議決定され、国

立大学法人運営費交付金については、パブリックコメントに多くの声が寄せられたこともあ

り、当初１０％の大幅な削減と言われていた中で前年度比０．５％減の１兆１，５２８億円に

留まる結果となった旨、また、本学の運営費交付金については、国立大学法人全体の運営費交

付金が減となる中で、前年度比１億５千万円（１．３％）増の１１７億円となった旨報告があ

り、委員に感謝の意を述べるとともに、引き続き、大学運営を行うに当たって様々なご意見を

賜りたい旨挨拶があった。 

 

議 題 

１．平成２２年度学内補正予算（案） 

林理事から、資料１に基づき、平成２２年度学内補正予算（案）について説明があり、授業料、

附属病院収入、補助金収入等の増減に伴う収入予算及び支出予算の補正、人件費及び物件費予算

の補正、また、人事院勧告を踏まえた人件費の所要額見込み等に基づく支出予算の補正など、当

初予算の補正を行う旨説明があり、審議の結果、承認された。 

 

２．平成２３年４月の事務組織改編 

萩原副学長から、資料２に基づき、業務運営の改善と効率化を目的として平成２３年４月から

事務組織の改編を行うことについて説明があり、経営企画部を廃止して、総務部と経営企画部企

画課を統合し総務企画部とし、経理部と経営企画部財務企画課を統合し財務部とする旨、また、

地域貢献活動の重要性を鑑み、社会貢献室を社会貢献課に変更し体制強化を図る旨説明があり、

審議の結果、承認された。 

 

― 委員の主な発言 ― 

◇ 安藤委員から、今回の事務組織改編は学内組織の振替であり、効率化のためには十分でない
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と思われることから、学内にとどまらず中国地区の大学が共同となって事務組織を編成した

方がよいのはないかとの質問があり、学長から、中国地区の大学が共同となって事務組織改

編を行うとなれば道州制の問題等が関わってくることとなり、政府の動き次第ではあるが、

道州制が今後導入されることとなれば、５大学など広範囲での共同事務組織の編成も検討す

る必要がある旨回答があった。 

 

３．年俸制の導入に伴う規則の制定及び一部改正 

萩原副学長から、資料３に基づき、第３回経営協議会（１０月２６日開催）にて承認された

「年俸制の導入」に伴って関連規則の制定及び一部改正を行う旨説明があり、審議の結果、承認

された。 

 

― 委員の主な発言 ― 

◇ 岡本委員から、一般職員と特命職員の振替を行うことはあるか、またその場合にキャリアは

引き継がれるかとの質問があり、萩原副学長から、一般職員を特命職員に振り替えることは今

のところ想定していないが、特命職員を一般職員として採用することは想定されることであ

り、その場合には勤務経験等を考慮する旨回答があった。 

◇ 長谷川委員から、特命職員制度は定年延長を助長しかねない制度であることから、慎重に対

応する必要があるのではないかとの質問があり、萩原副学長から、規則で任期を定めているも

のの、再任を容認していることも考慮し、慎重に運用していきたい旨回答があった。 

 

 

報 告 

１．中期目標の達成状況に関する評価結果（案） 

小林副学長から、資料４に基づき、独立行政法人大学評価・学位授与機構から、第１期中期目

標期間における教育・研究・社会連携等の達成状況に関する評価結果の原案が示された旨報告が

あり、評価結果に関して、次のとおり説明があった。 

・教育に関する目標、研究に関する目標については「おおむね良好」で暫定評価と変更はない

が、教育については、暫定評価で指摘された「不登校及び成績不振者への呼びかけ、相談

及び支援の実施」に関し、平成２０･２１年度の対応により改善されていると評価された。 

・その他の社会との連携、国際交流等に関する目標については、暫定評価の「おおむね良好」

から「良好」へ評価が引き上げられた。 

また、学部・研究科等の教育・研究に関する現況分析結果（案）についても、暫定評価後の取

り組みにより評価結果が改善された項目、または、取り組みが評価されていない項目がある旨説

明があり、取り組みが評価されていない項目については、意見申し立てを行うことで、極力評価

水準を上げるように努めたい旨補足説明があった。 
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２．平成２３年度予算内示状況 

林理事から、資料５に基づき、平成２３年度予算内示状況について、国立大学法人全体及び本

学の運営費交付金の状況等に関して、次のとおり説明があった。 

・政策コンテストのパブリックコメントで多くの意見があったこともあり、国立大学法人全体

の運営費交付金は前年比０．５％減の１兆１，５２８億円と、ほぼ前年度の水準を維持す

ることができた。 

・特別要望枠となっていた授業料免除枠の拡大についても、２９億円増の２２５億円が認めら

れた。 

・本学の運営費交付金は、特別経費の増等により前年比１億５千万円（１．３％）増の１１

７億円となった。 

・附属病院を有する国立大学法人は▲１．３％の大学改革促進係数が設定され、本学は１億８

百万円の基盤的な予算が削減された。 

また、これらの運営費交付金の増額には、大学における機能別分化・連携の促進、教育の質保

証、組織の見直しを含めた大学改革を強力に進めることが求められている旨補足説明があった。 

 

３．平成２３年度予算編成方針 

林理事から、資料６に基づき、前回の経営協議会（１２月１０日開催）において学長一任とし

て承認をいただいた平成２３年度予算編成方針について、運営費交付金の内示を踏まえ、最終版

を作成した旨報告があった。 

 

４．平成２２年度学長経費（トップマネジメント経費）の採択 

林理事から、資料７に基づき、教育研究の改善・推進等のため、トップマネジメント経費（公

募型事業実施分）としてとっとりバイオフロンティア関係等４件の事業に２７，３９８千円を採

択した旨報告があった。 

 

５．その他 

学長から、資料８、資料９及び資料１０に基づき、平成２１年度財務報告、大学の動き及び

最近の地域貢献の取り組みについて報告があった。 

最後に学長から、今後も引き続き委員の皆様から様々なご意見、ご指導、ご協力を賜りたい旨

挨拶があった。 

 

以上 


